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１．はじめに
　明治22年（1899年）に発布された「大日本帝国憲法」は、アジアで初めての近代的憲法であったが、
教育に関する条項を備えていなかった。戦前期における「教育」は憲法第９条に示された天皇の大
権の一つ1）と見なされ、もっぱら超法規的な効力を有する勅令によって規定されていた。
　教育という言葉が一般に定着するのは、明治23年（1890年）に「學ヲ修メ業ヲ習ヒ以テ智能ヲ啓發
シ德器ヲ成就シ進テ公益ヲ廣メ世務ヲ開キ」とする「教育勅語」が出されてからのことである。
　戦後の教育改革は新たに公布された「日本国憲法」と「教育基本法」の理念に基づき、教育の機
会均等に慎重な配慮を払って行われた。その最大の成果である新制中学校において、「平和的な國
家及び社会の形成者として、真理と正義を愛し、個人の価値をたっとび、勤勞と責任を重んじ、自
主的精神に充ちた心身ともに健康な國民の育成」を期す中心教科として、最も期待された教科の一
つが職業科であった。
　「民主的で文化的な國家を建設して、世界の平和と人類の福祉に貢献」する理想の実現は、「根本
において敎育の力にまつべきもの」である。敗戦後の混乱の中で、職業教育の理念、すなわち、「働
くこと、学ぶこと、生きること」は、国民教育の中にどのように位置付けられていったのであろうか。
　本研究では、新制中学校職業科の発足と変遷に着目し、国民教育としての職業教育成立の過程と
経緯を考察する。
２．国民教育と職業教育
（1）明治初年の国民教育
　我が国の教育政策の基本的な立場は、慶應４年（1867年）３月の「御誓文」（五ヶ条の御誓文）に示
された、「舊來ノ陋習ヲ破リ天地ノ公道ニ基クヘシ」、「智識ヲ世界ニ求メ大ニ皇基ヲ振起スヘシ」
という精神であり、西洋の近代文化を積極的に導入する維新の意気込みと、復古的な性格の混在と
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いう矛盾を抱えつつ、統一的な教育制度の樹立を模索するものであった。
　新政府は成立当初から国民の啓蒙を重視しており、文部卿大木喬任起草の「学制大綱」には、「伏
惟レハ國家ノ以テ富強安康ナル所以ノモノ其源必世ノ文明人ノ才藝大ニ進長スルモノアルニヨラサ
ルハナシ、是以學校ノ設教育ノ法其道不可不得之、今般學制學則ヲ一定シ無用ノ雑學ヲ淘汰シ大中
小學ノ判例ヲ建立シ文藝進長ノ方向ヲ開導支度」とあり、「萬國學制ノ最善良ナルモノ」を採用した、
「一般人民」を対象とする教育が構想されていたことが窺える。
　明治５年（1872年）に公布された「学制」は、大政奉還を成し遂げた明治新政府の意図する教育理
念を近代的学校制度に具現化するものであり、人民一般が新しい学校に入学し、新時代の有用の学
を修めること、子どもの就学を保護者が必ず果たすべき責任としたことなど、我が国の教育史上の
画期となるものであった。この時期の文教行政の中心であった田中不二麻呂は、岩倉使節団に理事
として随行しており、アメリカ合衆国、イギリス、フランス、ベルギー、ドイツ、オランダなど各
国の教育制度の調査を行った。帰国後に上申・報告されたその調査結果は「理事功程」として出版
されたが、そこには、既に「普通敎育2）」の言葉が見えている。
　「学制」に「教育ノ初級ニシテ人民一般必ス學ハスンハアルヘカラサルモノ」と規定されたのは
小学校の教育であり、その教育は「普通教育3）」とされていた。職業や身分に関わりなく、一般共
通に必要な知識を与え教養を育てる教育が普通教育である。四民平等の世の中で、武士の修めてい
た学問としての教育でもなく、寺子屋で民衆の学んでいた手習いでもない新時代の教育が構想され、
学制（教育制度）は、富国強兵・殖産興業を支える重要な施策として整備されていったのである。
（2）実業教育のはじまり
　学制公布に際して発せられた太政官布告「被仰出書」には、「學問は身を立るの財本ともいふべ
きもの」とあり、「人々自ら其身を立て其産を治め其業を昌にして以て其生を遂るゆゑんのものは
他なし」とする、個人主義に基づく立身昌業主義の学問観が鮮明である。従来の儒教的な教育は、「動
もすれは國家の爲にすと唱へ身を立るの基たるを知らずして或は詞章記誦の末に趨り空理虚談の途
に陥り其論高尚に似たりといへども之を身に行ひ事に施すこと能ざるもの少なからず」として退け
られ、日用常行の学、すなわち実学主義・実用主義の教育を求める学制の理念を示すものであった。
「学制」の基本は、学校を小学、中学、大学の三段階とする単線型教育制度である。フランスのナ
ポレン学制にならって全国を８つの大学区に分け、各大学区に32中学区、各中学区に210小学区を
設け、各学区に１つずつの学校を配置するもので、小学校だけで53,760校の整備が計画された。教
育内容も、それまでの習字や算術に加えて、下等小学教科に「洋法算術、養生法、地学大意、理学
大意、体術、唱歌」を、上等小学教科には「幾何学罫画大意、博物学大意、化学大意」の他、「外国語、
記簿法、画学、天球学」の拡張が認められ、旧幕時代に比べて格段の近代化が企図されていた。
　こうした壮大な構想を持つ学制であったが、明治初年の我が国の実情はその理念の実現を許さず、
中学や専門学校の類として規定された工業学校、商業学校、農業学校等の開設を見ぬまま、学制は
廃止された。農業、工業、商業のような生産と経済に関する事業に従事しようとする者に、必要な
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知識や技能を授ける教育が「実業教育」であり、普通教育が「教育ノ初級ニシテ人民一般必ス學ハ
スンハアルヘカラサル」一般共通に必要な基礎教育であるならば、実業教育は専門・応用の教育で
ある。その意味では実業教育は教育の終着点たる「完成教育」であったが、文部省は専ら初等の普
通教育整備に意を尽くし、実業教育は殖産興業政策の実務を行う専門諸省に任され、「自然の発達
に待つ」との姿勢で、明治16年（1883年）「農学通則」、明治17年（1884年）「商業学校通則」を定めた
だけで、実業教育全体に亘る統一的規定を設けるには至らなかった。
　明治14年（1881年）の「小学教則綱領」第26條には、一応「土地ノ情況ニ因リ農業ノ初歩ヲ加フル
トキハ農具ノ名称用法、肥料ノ種類効用、禾穀蔬菜果実ノ性質栽培法、養蚕培桑ノ法等凡農家ニ緊
要ノ事項ヲ授クヘシ工業ノ初歩ヲ加フルトキハ器械ノ巧用、滊水風力利用ノ一班、工家ノ經濟及地
方ニ適切ノ製造物ノ品性等凡工家ニ緊要ノ事項ヲ授クヘシ商業ノ初歩ヲ加フルトキハ簿記、保険、
銀行、郵便、電信、陸運、水運、貨幣、手形等凡商家ニ緊要ノ事項ヲ授クヘシ」との規定があり、
産業の発展に伴って、第５條「小学校ノ區分ハ前三條ノ如ク定ムルト雖モ土地ノ情況、男女ノ區別
ニ因リテハ其學科ヲ増減スルコトヲ得」に従い、各地に実業教育を取り入れる小学校が出てきた。
（3）中等教育における実業教育
　太平の眠りから覚め近代化を急ぐ我が国の教育は、まず国家の指導者層を育成する高等教育と、
国民の大多数を占める庶民・勤労者のための初等教育の整備から始まった。国家・社会の中核たる
中人のための中等教育や実業教育の普及には、こうした中堅層の成長を待つ必要があったのである。
 我が国の中等工業教育機関の嚆矢は、開成学校の教師ワグネル（Gottfried Wagner, 1831-1892）の
建白によって明治７年（1874年）に設立された製作学教場である。製作学教場は、「諸般ノ工職物品
製造等各自其志ス所ニ依テ直ニ其事ニ就キ專ラ實地術業ヲ學ハシムル」もので、「日本ノ工業ノ發
展ヲ圖ルニハ、高等ナ工業敎育ハ無論必要デアルガ、他ニ實地的ノ低イ敎育ヲスル學校ガ大イニ必
要デアル」との趣旨に基づくものであった。
　製作学教場は、実習に主眼を置いた実践的な教育が理解されず、設置後わずか３年で廃止された。
しかし、全般的な工業水準が低い中で西洋の技術の急速な輸入・移植を図るには、「直接ニ其ノ力
ヲ現シ又廣ク社会ニ實業ヲ起サシメ」得る実用的な工業教育機関が必要であり、工業の挽回を狙っ
て明治14年（1881年）には東京職工学校が設立された。同校の開設に先立つ明治14年（1881年）４月、
文部卿福岡孝悌が太政大臣三条実美に提出した「職工學校ヲ東京ニ設置スヘキ件ニ付伺4）」によれ
ば、「維新以来ニ於テ泰西ノ工業ヲ官ニ私ニ採用シ以テ我殖産ノ端緒ヲ開キシモノ勘カラサリシト
雖モ動モスレハ目的ヲ誤リ事業ヲ敗リ其私営者ノ如キハ産ヲ破リ家ヲ亡ホスモノ僂挙スルニ暇アラ
ス然ル所以ノモノハ職トシテ其學術ニ根拠ナク徒ニ模擬ヲ主トセシニ由ラサルハナシ今日本邦ノ工
藝ヲ振作シ殖産ノ道ヲ啓カントスルニハ必ス先其學術ヲ修メ然後其實施ヲ圖ラサルヲ得ス」とあり、
我が国の教育の本体を「普通教育」とする文部省の強い意志が窺える。
　明治18年（1885年）12月、太政官制が廃止され新たに内閣制度が布かれた。初代文部大臣として入
閣した森はただちに従来の教育令を廃し、「帝国大学令」、「師範学校令」、「小学校令」、「中学校令」、「諸
国民教育としての職業教育
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学校通則」を公布した。世に言う十九年の「諸学校令」である。薩摩に生まれ、幕末の慶應元年（1865年）
には18歳にして藩の留学生としてイギリスに留学し、維新以後は外交官として働いた森は、国民の
教養と技術を高めることの重要性を誰よりも強く認識していた。広大な世界を相手に我が国を文化
的にも物質的にも富強ならしめ、西洋諸国に伍して新しい近代日本を樹立するにはどうするか。森
の学制改革構想である「学制要領」には、「學問ハ致知應用二門ニ別ツ而シテ致知ノ門ハ小ニシテ
足リ應用ノ門ハ大ナルヲ要ス」、「致知應用共ニ國家必須ノ學問ニシテ更ニ輕重スヘカラス然レトモ
我國現今ノ時勢ニハ應用ヲ先ニシ致知ヲ後ニスヘキコト」、「應用ノ學問ハ專ラ富國ノ實業ヲ負擔シ
得ヘキ人才ヲ養成スルニアリ又其實業及ヒ諸般ノ人事ヲ保護スルヲ以テ職トスル所ノ官吏ノ資格ヲ
得ルヘキ學業モ亦タ此ノ應用ノ門ニ屬シテ修メシムルコト」とあり5）、実業や実務に就く者を対象
とした応用の学問、実業教育を重視する立場が鮮明である。
　この方針に基づき、「中学校令」第一條には、「中學校ハ實業ニ就カント欲シ又ハ高等ノ學校ニ
入ラント欲スルモノニ須要ナル敎育ヲ爲ス所トス」と明記され、第三條には「高等中學校ハ法科醫
科工科文科理科農業商業等ノ分科ヲ設クルコトヲ得」と規定された。「尋常中学校ノ學科及其程度」
第一條には、尋常中学校の學科として農業初歩及び実業を扱う「農業」が加えられ、生徒の進路に
応じて第二外国語または農業を選択させ、土地の状況に因っては「商業」や「工業」の設置も認め
ることとされた。実業教育が中等教育の目的の一つとなり、「高等ナル普通學科ヲ授クル」だけの
中学校に「実科」を設け6）、さらに「地方ノ必要ニ從ヒ專ラ實業ニ就カント欲スル者ニ適切ナル敎
育ヲ施ス爲ニ第一年級ヨリ專ラ實科ヲ授クル所ノ尋常中學校ヲ設クルコトヲ得7）」として、実科中
学校を設立できることになった。
（4）実業補習教育のはじまり
　森が文部大臣に就任した当時の小学校の義務就学年限は３年乃至４年であり、学齢児童の就学率
は50パーセントを切っていた。中学校進学者は全体の0.5パーセントに過ぎず、官主導の産業保護・
勧業奨励政策を離れて自立しつつあった我が国産業界が最も必要としたのは、より低度で実際的な
実業教育であった。
　明治19年（1886年）の「小学校令」によって、高等小学校の加設科目の一つとして「手工」科が開
設され、さらに「小学校ノ学科及其程度」第三條には、「土地ノ情況ニ因リテハ英語農業手工商業
ノ一科若クハ二科ヲ加フルコトヲ得」として高等小学校における実業教育の規定が設けられた。し
かし、高等小学校に進学する者は全体の３パーセント余りであり、大多数の児童が尋常小学校の教
育を卒えただけで実社会に出され、それすら叶わない者が半数もいるのが我が国の現実であった。
　明治23年（1890年）の改正「小学校令」では、新たに尋常小学校についても「手工」科が加設科目
となり、「徒弟學校及實業補習學校モ亦小學校ノ種類トス」として、初等教育における実業教育の
体制が整えられた。小学校段階における一般陶冶としての実業教育と、尋常小学校を卒えただけで
働く勤労青少年に対する実業補習教育のはじまりである。実業補習学校が法令に現れたのは、この
規定が最初であった。明治26年（1893年）の「実業補習学校規定」によれば、その目的は「諸般ノ實
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業ニ從事セントスル児童ニ小學校敎育ノ補習ト同時ニ簡易ナル方法ヲ以テ其ノ職業ニ要スル知識技
能ヲ授クル」8）とされ、小学校の校舎・備品を借り、日曜日や夜間、季節の授業を以て修身、読書、
習字、算術などの各教科の他、工業、商業、農業、水産など、土地の事情に応じた実業教育を行う
もので、尋常小学校を卒えただけで実社会に出される多くの勤労青少年に教育の機会を与えるきっ
かけとなる取り組みであった。
　実業補習学校は、明治32年（1899年）の「実業学校令」制定に際して実業学校の一種に位置づけら
れ、明治35年（1902年）の実業補習学校規程改正によって開設要件が緩和され、急激に増加した。
（5）職業教育と公民教育
　明治末年から大正時代にかけて、我が国の社会・経済は急速に発展した。開国から30余年を経て
日清・日露戦争に勝利し、列強の仲間入りを果たした我が国は、実業教育の振興による国力の一層
の充実とともに、西洋の模倣・吸収の時代を脱し、我が国固有の文化を作り出す段階を迎えていた。
大正３年（1914年）に勃発した第一次世界大戦を契機として産業が飛躍的に発展し、中産階級が増加
し、都市部の市民層の成長とデモクラシーの風潮を背景に労働運動や農民運動が問題になっていた。
　こうした問題解決の方策として期待されたのが実業補習教育の振興であった。
　「教育の目的は、精神の独立と調和的発達と崇高な精神にもとづいて理想的民主社会の建設にた
ずさわることのできる人間の育成である。」とはミュンヘン市視学官として労作教育を中心とした
教育制度改革に取り組んだケルシェンシュタイナーの言葉である。労作とは互いに力を合わせて行
う活動全般を指し、従来の書物中心の教育に対して、生活に密着した作業教育を特質としていた。
　職業教育を通して専門的技量を授けるだけでなく、公民としての品性の陶冶を目指すミュンヘン
市の実業補習教育は「市民学」とも言うべき理念を有しており、世界の教育界に大きな影響を与え、
我が国にも文部省から冊子をもって紹介され9）、実業補習教育が公民教育に果たすべき役割を明確
にした。国民一般の文化を増進し思想の安定と産業の進展を図るには、一般民衆の智徳の向上が不
可欠であり、大正６年に設置された臨時教育会議に於いても、「地方の財政を脅かさず僅少なる経
費を以て義務敎育と爲し得るに至らしむること」が決議されるなど、産業の進展と国民精神の作興
を実業補習教育に俟つ声が大きくなっていった。
　社会の大多数を占める勤労青年に対する実業補習教育は、国家・社会を支えるための国民教育の
要請であるが、一人一人の青年の側から見れば、それは働くことを通した自己実現であり、仕事を
通した学びである。働くことは、社会と関わって生きること、仕事を通して学ぶことに他ならない。
　大正９年（1920年）、実業補習学校規定は改正され、その本旨を「職業ニ關スル知識技能ヲ授クル
ト共ニ國民生活ニ須要ナル敎育ヲ爲ス」とし、「法制上ノ知識其ノ他國民公民トシテ心得ヘキ事項
ヲ授ケ又經濟觀念ノ養成ニ力ムルヲ要ス」、「職業ニ關スル學科目ニ於テハ前期ニアリテハ工業、農
業、商業又ハ水産等ニ關シ主トシテ基礎的知識技能ヲ授ケ後期ニ在リテハ職業ノ種類ニ應シ適切ナ
ル事項ヲ授クルヲ要ス」として、職業教育と公民教育とを二大眼目とする立場を明確にしたのであ
る。
国民教育としての職業教育
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　戦前期の教育に於いては「実業教育」という言葉が一般的であり、明治32年（1899年）の「実業
学校令」以後も「職業」という言葉を用いていたのは実業補習学校だけであった。実業補習学校は、
勤労青年にとっての準中等教育機関として広く普及していった。
３．戦時下の国民教育
（1）青年学校の職業教育
　実業補習学校は戦前期における勤労青年の主たる教育機関として発展し、昭和10年（1935年）には
青年訓練所と統合され、青年学校として新たに発足した。実業補習学校と青年訓練所は、ともに実
務に従事している青年を対象とする教育であり、実業補習学校は「公民教育・職業教育」、青年訓
練所は「心身の鍛練」を目的としたが、実生活に基づき健全なる国民・公民の資質の向上を図ると
いう点では何ら変わるところはなかったのである。両者の統合案が文政審議会から承認された際に、
「義務制實施ヲ期スルコト」との付帯決議がなされていたが、既に実業補習学校は、全国的に組織
されていた青年団の修養機関として位置付けられており、村ぐるみで就学を義務化しているところ
も多かった。盧溝橋事件以後は、産業・軍事両面からも青年学校義務制を求める声が急速に高まり、 
青年学校義務教育化の方針は、昭和13年（1938年）１月に閣議決定され、教育審議会の答申を経て昭
和14年（1939年）４月の「青年学校令」公布を以て、男子についての義務制が実施に移された。国際
関係の緊張を背景として、明治以来繰り返されてきた義務就学年限の延長問題や国民教育本体論に
対して、勤労青年の教育が先行する形で中等教育の改革が始まったのである。
　青年学校の目的は「男女靑年ニ對シ其ノ心身ヲ鍛鍊シ特性ヲ涵養スルト共ニ職業及實際生活ニ須
要ナル知識技能ヲ授ケ以テ國民タルノ資質ヲ向上セシムル」10）ことである。その授業は「教授及訓練」
と呼ばれる実際生活に即したもので、修身及公民科、普通学科、職業科、教練科が設けられていた。
普通学科の他に職業科が明確に規定されており、その目的は「職業ニ須要ナル知識技能ヲ修練セシ
メ兼ネテ職業生活ノ社會的意義ヲ體得セシムル」とされ、修身及公民科と連絡を保ち、職業を通じ
た徳性の涵養を図るものであった。
　「青年学校義務制実施要項11）」によれば、「敎授及訓練ハ晝間ヲ本則トシ土地ノ情況ニ依リ夜間ニ
於テモ行フヲ得ルコト但シ午後九時ヲ過グルヲ得ザルコト」とあり、昼間制が本則とされていた。
義務制の実施により、青年学校は専用教室や独立校舎の獲得、専任教員の養成・配置、授業時間数
の拡大、夜間・季節教授制から全日制への移行を進めていたが、それは「補習学校」から独立の実
業青年学校の体系への移行を目指す動きと見ることもできる。
　教育審議会に於いては、「勤労青年教育」と「中等教育」の一元化は先送りにされたが、青年学
校の実質的な中等教育機関化は静かに進行していたのである。
（2）国民学校の実業教育
　昭和12年（1937年）、内閣総理大臣近衛文麿によって設置された教育審議会は、文政審議会の後を
引き継ぎ、義務教育制度を含む教育制度全般の刷新振興に関する重要事項を審議する使命を持って
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いた。12）教育審議会の義務教育に関する議論は、昭和16年（1941年）３月の「國民學校、師範學校及
幼稚園ニ關スル件」に結実した。すなわち、「皇國ノ道ニ則リテ初等普通敎育ヲ施シ國民ノ基礎的
鍊成ヲ爲ス」ことを目的に、それまでの小学校を国民学校に改め、初等科６年、高等科２年の就学
の義務化を答申したのである。
　昭和19年度から予定されていた高等科の義務就学そのものは戦局の悪化によって執行を停止され13）、
実現することはなかったが、教育の内容や方法の面で明治以来70年余りに渡った我が国の教育を一
新し、大きな変化をもたらした。国民学校の目的は、「皇國ノ道ニ則リテ普通敎育ヲ施シ國民ノ基
礎的鍊成ヲ爲ス」であり、錬成主義を特色としている。錬成とは錬磨育成の意で、児童の全能力を
錬磨し、児童の学ぶところのもの全てを人格の力たらしめる教育である。国民学校の教育は、実践
を重んじ、知識と実行、精神と身体とを一つとして錬成し、教科を統合して教育の徹底を図るなど、
それまでの「画一化・形式化」、「注入的・模倣的」、「主知的・個人的」という教育上の問題を排し、
教師主導の教授から児童の活動を出発点とする教授への根本的な転換を図るものであった。
教科目も知識の羅列を避け、錬成すべき国民の資質に即して合科的に再編された。義務化が予定さ
れていた高等科に於いては、国民科、実業科、理数科、体錬科、芸能科の五つであり、実業科が国
民科に次ぐ位置を占め、農業、工業、商業、水産の各科目から数科目を必修として課すこととされ
た。週当たりの配当時数を５時間とした上、なお３時間から５時間の増課が認められ、「職業指導
ニ關シ必要ナル事項ヲ授クルコト」が明示されていた。国民学校の職業指導は、「学校選択」とし
て上級学校への進学指導を含んでおり、国民学校は義務教育の仕上げ・国民の完成教育としての教
育でありつつ、将来の基礎教育であるとの性格をも有していた。
　教育審議会では高等小学校と学齢の重なる青年学校普通科との関係が議論され、高等小学校義務
制実施の暁には青年学校普通科を廃止することが確認されたが、義務教育とその他の教育との関係
については未整理のままであった。国民学校高等科はあくまでも「初等教育」の仕上げであり、国
民一般共通に与えられる義務教育と並行する、高等学校、中学校、高等女学校、各種実業学校など、
教育内容や目的、位置づけの異なる学校がそのまま残されたのである。
　青年学校の義務化は高等小学校の在り方や普通教育における実業教育の位置づけに対する議論と
関わって、我が国の教育全体の在り方を巡る議論につながったのであった。
（3）中学校の実業教育
　満州事変から第二次世界大戦にかけての時代は、明治末年や大正時代に次ぐ教育の一大拡張期で
あった。第二次世界大戦開戦前の昭和15年（1940年）には、中学校、高等女学校、各種実業学校など
の上級学校に進む生徒が男子の30パーセント、女子の25パーセントに達し、軍需により経済が活況
を呈する中で、さらに進学者が増大することが予想された。その一方では青年学校の義務制が既に
実施されており、中等程度の教育はもはや特別な教育ではなく、国民教育としてどう位置づけるか
が問われる段階に至っていた。中等程度の教育再編は、教育審議会の重要課題の一つであった。
　元々、文部省は中等教育の改革を企図しており、これに応えて文政審議会は昭和４年（1929年）に
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「生徒教養ノ要旨規定ノ趣旨」、「学科課程整理按排ノ趣旨」、「学科内容改善ノ趣旨」の三部からな
る答申を行っていた。このうち、「生徒教養ノ要旨規定ノ趣旨」には、「獨立自主ノ精神ヲ養ヒ勤勞
ヲ愛好スルノ習慣ヲ育成シ且協同ヲ尚ヒ責任ヲ重ンスル觀念ヲ涵養スルニ努ムヘキコト」、「專ラ心
力ノ啓培ヲ旨トシ徒ラニ專門學術ノ體系ニ泥ムコトナク社會生活上適切ナル知能ヲ養ハンコトヲ期
スヘキコト」、「生徒ノ身體ヲ強健ナラシムルト共ニ精神ヲ鍛鍊シ靑年ノ闊達ナル気風ヲ養ハンコト
ヲ期スヘキコト」が強調されており、高等学校への予備教育に偏した中学校の性格変更が打ち出さ
れていた。
　この答申に基づいて、昭和６年（1931年）に中学校令施行規則が改正された。この改正では、園芸、
工作、その他の作業を行う「作業科」が新設され、１年生から５年生の全学年に週１時間以上が必
修で課されたことと、４・５年生の教育課程を第一種・第二種の編成に分け、第一種に於いては週
３時間以上の「実業」を必修としたこと14）が大きな特色であり、第一種課程を中学校教育の「本体」
としたことは、中学校教育の在り方について文部省が強い危機感を持っていたことを示している。
　実業教育は次第に拡充され、昭和18年（1943年）の中学校規定では、「質實剛健ヲ尚ビ協同ト勤勞
トヲ重ンズルノ気風ヲ作興スベシ」、「中學校ニ於テハ敎科及修練ヲ課スベシ敎科ハ國民科、理數科、
體錬科、藝能科、實業科及外國語科トス」として、中学校でも、農業、工業、商業、又は水産から
一又は二を選択履修することと、各種の実践修養などを行う「修練」の新設・実施を求めていた。 
　戦時下の人材養成の必要に迫られる形で、「作業科」の理念は「実業科」に引き継がれたのである。
（4）中等教育の改善
　昭和14年（1939年）９月、教育審議会は「中等教育に関する答申」を提出し、国民学校の教育を基
礎として従来の中学校、実業学校、高等女学校を統合する中等教育再編の方針を示し、これに基づ
き昭和18年（1943年）１月には中等学校令が公布された。
　中等学校令第１條には「中等學校ハ皇国ノ道ニ則リテ高等普通敎育又ハ實業敎育ヲ施シ國民ノ鍊
成ヲ爲スヲ以テ目的トス」、第２條には「中等學校ヲ分チテ中學校、高等女學校及實業學校トス中
學校ニ於テハ男子ニ、高等女學校ニ於テハ女子ニ高等普通敎育ヲ施シ實業學校ニ於テハ實業敎育ヲ
施スモノトス」とあり、実業学校が中等学校に加えられたことと、中等段階の教育は依然として普
通教育と実業教育の二つの系統に分かれたままで、完全には統合されていないことが分かる。
　この改善の趣旨は、「敎科ノ統合ヲ圖リ實践鍛鍊ヲ重視シテ人物ノ鍊成ニ帰一セシメ（中略）中堅
有為ノ國民鍊成ヲ完ウセントス（中略）斯敎育ヲシテ國民生活ノ分野ニ即應シテ中堅國民タルノ材幹
ヲ養成スルニ遺憾ナカラシメンコトヲ期セリ」であり、そのためには、普通教育と実業教育とが固
有の目的と体系を維持した方が望ましいとの判断が窺える。こうした認識は、中等程度の学校に対
する進学者の増加という実態を法令の上で追認したに過ぎないものであるが、青年学校の義務制が
教育審議会より先に閣議決定されていたという事情もあり、普通教育と実業教育の統合問題は本質
的な議論になり得なかったと言える。
　東京帝大の海後宗臣は「帝国教育」において次のような指摘を行っている。「六割より八割にゐ
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たるまでの靑年層を正系の學校より除外するのみでなく、これを大衆層、被指導層として性格づけ、
中堅國民たるの幹材はかくの如き大衆敎育機關には存在しないかの如くに取り扱ひ、殊更に中等學
校の障壁を高くするといふ方策は全般の趨勢に合致してゐない。十年以前即ち東亜新建設に発足す
る以前の中等敎育觀が今日尚ほ生命をもつてゐるかの如く考えられてゐることは、中等敎育制度實
施の上からしても最も厳密な批判を受くべきことである。中等敎育は決して特別な敎育ではないの
であつて、総てのために旣に門戸の開放が待望されてゐるのである」15）
４．新制中学校の発足と職業教育
（1）アメリカ教育使節団報告書と戦後の教育改革
　昭和20年（1945年）８月15日、我が国はポツダム宣言を受諾し、第二次世界大戦は終結した。終戦
直後の８月21日には戦時教育令の廃止が決定され、直ちに平時教育への転換が指示された。文部省
が９月15日に発表した「新日本建設ノ教育方針」には、「大詔奉體ト同時二從來ノ敎育方針ニ検討
ヲ加へ新事態ニ卽應スル敎育方針ノ確立ニツキ鋭意努力中デ近ク成案ヲ得ル見込デアル」とし、今
後ノ敎育ハ益々國體ノ護持ニ努ムルト共ニ軍國的思想及施策ヲ払拭シ平和國家ノ建設ヲ目途トシテ
謙虚反省只管國民ノ敎養ヲ深メ科學的思考力ヲ養ヒ平和愛好ノ念ヲ篤クシ智徳ノ一般水準ヲ昂メテ
世界ノ進運ニ貢献スルモノタラシメントシテ居ル」とあり、「戰争終結ニ關スル大詔ノ御趣旨ヲ奉
體シテ世界平和ト人類ノ福祉ニ貢献スベキ新日本ノ建設ニ資スル」こと、「文化國家、道義國家建
設ノ根基ニ培フ文敎諸施策ノ實行」という決意が示されていた。GHQ（連合国軍総司令部）が「日
本教育制度ニ対スル管理政策」を指令したのは、昭和20年（1945年）10月22日のことであり、文部省
が「戦後」の教育をどのように構想していたかを知る上で重要である。
　戦後の我が国の教育改革に大きな影響を与えたのは、昭和21年（1946年）３月に出されたアメリ
カ教育使節団報告書である。この使節団はGHQ総司令官マッカーサーが、日本の教育制度改革に
対する適切な助言をGHQと日本側関係者に与えるため、アメリカ政府に専門家の派遣を要請した
ものである。マッカーサーは日本政府を通じて、「文部省ハ使節団ニ協力スベキ極メテ堪能ナル日
本敎育家ノ委員會ヲ任命スベキコト16）」を命じており、この使節団は、「日本側に主体性を持たせ
ること、すなわち全く新しい制度に改革するのではなく日本人の主体性を尊重し、日本人自身の
要望に応えて、日本側と協力すること」を念頭に精力的に調査検討を行い、３月末には教育改革
案をGHQに提出した。これが「第一次アメリカ教育使節団報告書」（Report of the United States 
Education Mission to Japan, 1946）であり、GHQによって全面的に承認され、戦後の教育改革の基
本方針となった。
　「租税に依つて維持され男女共學で授業料免除の學校義務敎育を九年に延長する、換言すれば兒
童が十六歳になるまで續けるといふ修正を提案する。更に、最初の六年間は現在通りに國民學校で
費やし、次の三年間は「下級中學校」で送るやうにすることを提案する。「下級中學校」はこの九
年制の完全な國民學校の年限が喰い込む種々の學校を併合したり修正したりして作られる。この新
制國民學校は、職業指導や敎育的指導を含めて萬人に普通敎育を施し、兒童の能力の個人差に適應
国民教育としての職業教育
－ 48 －
するに足る柔軟性をもたねばならぬ。また三年制の「上級中學校」の設立を提案する。それは授業
料を徴収せず、早晩男女共學にし、敎育の繼續を希望する総ての者に種々の機會を與へる。17）」
　男女共学、義務教育年限の延長、６・３・３制の学校制度、教育の機会均等といった戦後の教育改
革は概ねこの報告書に沿って、極めて速やかに、かつ徹底的に行われたのである。
（2）日本国憲法の理念と職業教育
　教育改革の進行と軌を一にして、憲法改正の作業が進んでいた。昭和21年（1946年）３月には「憲
法改正案要綱」が発表され、第九十回帝国議会に提出された。11月３日に公布された「日本国憲法」は、
主権在民、平和主義、基本的人権の確立を原則とし、学問・教育に関する条項を設けていた。すな
わち、憲法第26條「すべて國民は、法律の定めるところにより、その能力に應じて、ひとしく敎育
を受ける權利を有する。すべて國民は、その保護する子女に普通敎育を受けさせる義務を負う。義
務敎育はこれを無償とする。」である。教育は天皇の勅令によらず、国民の代表による自由な討議
によって決められるとする法定主義の原則が確立したのである。
　憲法改正審議の過程では民主主義的・平和主義的教育を実現し、教育を不当な支配から守るため
の教育根本法の構想が浮上していた。この構想を含めた新しい教育を実現するため内閣直属の建議
機関として昭和21年（1946年）８月に「教育刷新委員会」が設置され、昭和22年（1947年）３月には教
育基本法、学校教育法が公布された。教育刷新委員会の建議は35件に及び、戦後の教育の基本体制
が確立された。教育基本法は、前文を備え、他の教育関係法令の基礎となる法制上の原理規定を規
定する教育憲章とも言うべき根本法であり、教育と憲法との関わりと在り方を明確に示している。
　「われらは、さきに、日本國憲法を確定し、民主的で文化的な國家を建設して、世界の平和と人
類の福祉に貢献しようとする決意を示した。この理想の實現は、根本において敎育の力にまつべき
ものである。われらは、個人の尊嚴を重んじ、眞理と平和を希求する人間の育成を期するとともに、
普遍的にしてしかも個性ゆたかな文化の創造をめざす敎育を普及徹底しなければならない。ここに、
日本國憲法の精神に則り、敎育の目的を明示して、新しい日本の敎育の基本を確立するため、この
法律を制定する。
　第一條（敎育の目的）敎育は、人格の完成をめざし、平和的な國家及び社會の形成者として、眞
理と正義を愛し、個人の價値をたつとび、勤勞と責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身ともに健
康な國民の育成を期して行われなければならない。」
　教育基本法は、日本国憲法の精神に則った教育の目的と基本原則とを示しており、その第一条に
「勤労」という言葉が入れられたことは、我が国の教育史上画期的なことであった。
（3）新制中学校の発足と職業科のはじまり
　アメリカ教育使節団は極めて紳士的であり、日本側教育家の意見も十分に聞き入れ、我が国の戦
後教育に適切な助言をするとの態度であった。実際、戦後の教育改革は、教育刷新委員会の意向の
かなりの部分が取り入れられたが、民主主義の根本に関わる学制については断固たる立場であった。
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すなわち、「日本の敎育制度はかの高度に中央集權化された十九世紀型に則つたものであり、大衆
に一つの形式の敎育をあたへ、そして少數の特權階級のためにはもう一つの異なった形式のものを
準備するといふ如きものであった。18）」という反省から、小学校６年に続く義務制の教育施設として、
ただ一つの新しい３年制の中学校が設けられたのである。この施策は、懸案であった義務教育年限
の延長に加え、普通教育と実業教育の二つの系統に分かれた複線型の学制を、６・３・３制の単線型
の学校制度に改める大改革であった。経済事情の困難から、新制度実現を危ぶむ声も大きかったが、
CIE（Civil Information and Educational Section 連合国総司令部民間情報教育局）の強い要請で、こ
の大事業は一挙に実施に移され、昭和22年（1947年）４月１日には新制中学校が発足した。
　教育基本法と同時に公布された学校教育法第36條には「中學校は、小學校における敎育の基礎の
上に、心身の發達に應じて、中等普通敎育を施すことを目的とする」とあり、国民の義務教育たる
新制中学校は、「初等敎育ヲ完成スル」のでなく「中等普通敎育」であることが明示された。中学
校における教育はこの目的を実現するため、「國家及び社會の形成者として必要な資質を養うこと」、
「社會に必要な職業についての基礎的な知識と技能、勤勞を重んずる態度及び個性に應じて將來の
進路を選擇する能力を養うこと」、「學校内外における社會的活動を促進し、その感情を正しく導き、
公正な判斷力を養うこと19）」が目標に掲げられた。
　新制中学校の独自性は勤労教育の尊重にあり、職業教育を重視する立場から、必修教科及び選択
教科として「職業科」が設けられた。社会の一員となるべき青少年に対して、労働の精神を養い、
職業の意義と貴さを自覚させ、職業を営むのに必要な基礎的な知識・技術を身につけさせることが、
教育の新たな目標となったのである。
　昭和二十二年（1947年）版学習指導要領職業指導編（試案）によると、職業科は週４時間の配当で、
農業、商業、工業、水産、家庭から一科目又は数科目を選んで学習することとし、いずれを学習さ
せる場合においても「職業指導は常にこれと平行して必修されなければならない」とされていた。
　「すべて國民は、勤勞の權利を有し、義務を負ふ20）」のであって、職業科は、生徒に労働の態度
を堅実にすることと、職業生活の意義と貴さを理解させ将来の自己の職業を自分で考えられる能力
を養うことを主眼としていた。そのため、「職業への理解」、「職業研究」、「職業実習」、「職業選択」、
「学校選択」の５つの単元からなる職業指導が全ての生徒に必修として課され、「爲すことによって
學ぶ21）」民主的な国民の勤労の態度を養い、職業についての理解と幅広い展望を与えることが計画
されたのである。
（4）新教育運動と職業科の変遷
　民主的な教育の実現を目指す戦後の教育改革の中で、これまでの画一的・中央集権的な教育に対
して、児童生徒の生活経験に根ざした問題解決を目指す新しい教育運動が提案された。昭和22年
（1947年）版の学習指導要領（試案）は、もともとアメリカのヴァージニア・プランを範とした社会科
を中核（コア）とするコアカリキュラムの考えに立っていた。昭和22年（1947年）版学習指導要領社会
科編（試案）は、「社会科はいわゆる学問の系統によらず、靑少年の現実生活の問題を中心として、
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靑少年の社会的経験を広め、また深めようとするもの」とし、「社会科の中に他の敎科の学習が取
り入れられることも、また他の敎科の中に、社会科の学習が入りこんで行くことも、自然なことで
ある」として、社会科を中心として教科を関連づけるカリキュラムの方向性を示した。このことは、
社会科の位置づけと他教科との関連に対する議論を呼び、職業科を中心教科（コア）として理科と社
会科を配し、職業経験をもって啓発経験とするカリキュラム編成が提案された。この動きは、中等
普通教育たる中学校の一般教科として発足した職業科を、しだいに近代生活にとって重要な意義を
持つ生産や産業についての知識・技能の啓発を主とする職業準備的な性格に引き寄せる結果となっ
た。都市部の学校の多くは新教科である社会科と職業科を同じ教師が兼任していたため、社会科と
職業科を融合して家庭科の内容まで加味して扱う学校も現れ、社会科との関係の未整理も加わり、
現場は混乱した。職業教育が重要なことは言うまでもなく、新日本建設のためにその振興は急務で
あるのに、新教育制度の下では職業教育軽視の風潮すら生じており、中学校職業科の教育は衰微し
つつあった。
　教育刷新委員会は、昭和24年（1949年）６月に「職業教育振興方策」を建議し、中学校職業科の意
義の確立と職業指導の徹底化などを求めた。「産業を復興しわが国経済の自立を期することは新日
本建設の上に最も肝要であって、職業教育の要、真に今日より急なるはない。」、「新制中学に於け
る職業科の教育は、その普通教育機関たるの使命に鑑み、職業生活に関する理解と、勤労愛好の精
神とを養うことに主眼を置き、専ら職業人たる根幹を培うことに努めること。」として、中学校に
おける職業科の目的を「産業教育」に位置付けていることが分かる。極めて大きな方針転換であった。
６．おわりに
　昭和二十六年（1951年）版の学習指導要領（試案）では、職業科は「職業・家庭科」に改められた。
職業・家庭科の仕事は啓発的経験の意義を持つとともに、実生活に役立つ知識・技能を養うものと
され、職業科の目標は、「生活技術学習」とされた。昭和33年（1958年）版の学習指導要領では、職
業・家庭科は「技術・家庭科」に改められ、内容も男子向きと女子向きとに分けられた。例えば第
２学年の目標は、「設計・製図、木材加工・金属加工、機械に関する基礎的技術を習得させ、考案
設計能力を高めるとともに、技術と生産との関係を理解させ、生活と技術の発展に努める態度を養
う」である。仮に、産業社会の発展に対応するために職業準備教育が必要なのだとしたら、高度に
専門分化した職業教育を受けるためには、それまでよりもっと豊かで充実した一般教育が必要であ
る。生産を直接学校教育に持ち込むのでなく、各教科が働く人間のための基礎的陶冶になるよう再
構成するところにこそ、中等教育に於ける普通教育と職業教育統合の真価があったはずであった。
　「かく多くの點において、日本の敎育組織は生徒に實際社會に活躍する準備を與へることに失敗
した。失敗した理由は、これらの目的が學習者の立場で理解されずに敎え込まれたからである。こ
の敎育は失敗する時が來る。さうして、その時には、救治策は病氣そのものよりも一層惡いもの
となる。丁度あの思想局（敎學局）がつくられた時に例證されたやうに。（合衆國敎育使節團報告書
P27）」
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　職業教育は社会と学校の接点であり、言わば教育の終着点である。新制中学校職業科は、民主的
で文化的な新しい日本を建設する自主的精神に充ちた国民育成のための切り札であったのである。
　普通教育に於ける職業教育は、生徒の基礎的陶冶を目指す教育でなければならない。後退したの
は、勤労を通して人格を陶冶する新制中学校職業科の理念でなく、普通教育そのものであったので
ある。
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